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序　　　　　文

マレイシアにおいては国内に流通している化学物質は 2,000 種類を越え、中には我が国におい

て生産及び輸入が禁止されているか、または制限されている物質があります。このまま化学物質

の流通を放置すれば環境汚染が進み、人体への健康被害を引き起こすことになりかねないことか

ら、同国においては緊急に解決すべき課題となっています。

当事業団（JICA）では、開発途上国における地球環境保全に貢献するために、これら諸国が産業

公害防止に対して自ら対策を講ずることが困難な場合、相手国の事情に沿った産業公害防止技術

の移転を図ることを目的として、効果的なプロジェクトを提案し、迅速な実施を図るための協力

形態として「積極型環境保全協力」を平成 5 年度予算に新設しました。

マレイシアにおいては既に平成 5 年 9 月から平成 9 年 9 月まで「マレイシア有害化学物質評価分

析・産業廃棄物処理技術協力事業」を積極型環境保全協力として実施し、終了しています。

しかしながら、このプロジェクトは技術移転を実験室レベルに限定していたため、プロジェク

トで得られた成果を実用化することが必要でした。このためマレイシア政府は平成 8 年 9 月に我

が国に対し、持続的開発のための産業公害管理・防止に資するための協力として、「環境技術セン

ター拡充計画（フェーズ 2）」に係るプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

それを受けて JICA は「マレイシア化学物質リスク管理プロジェクト」を平成 10 年 4 月 1 日から

4 年間の協力として開始しました。

今回の調査団は、協力期間終了を約半年後に控えた時点での計画達成度を把握し、その評価を

行うことを目的として派遣されました。

本報告書はこの調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに調査団の派遣に関しご協力

いただいた日本・マレイシア両国の関係各位に対し深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今

後のご支援をお願いする次第です。

平成 14 年 1 月

国 際 協力事業団　　

理事　望月　　久　





評価調査結果要約表

I．案件の概要
国名：マレイシア 案件名：化学物質リスク管理プロジェクト
分野：環境問題 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：鉱開部鉱開二課 協力金額（評価時点）：3億 9,000万円

（R／D） ：1998/4/1～2002/3/31 先方関係機関：シリム公社（SIRIM Berhad）
（延長）： 日本側協力機関：経済産業省製造産業局化学物質管理課
（F／U）：

協力
期間

（E／N）（無償）：
他の関連協力：有害化学物質評価分析・産業廃棄物処理
　　　　　　技術協力事業（フェーズ I）

1．協力の背景と概要
　マレイシアでは経済の急成長に伴い原料化学品などの各種化学物質の使用量・種類が増加
しており、このなかには有害化学物質が相当数含まれている。しかし、これらを規制・管理
する基準・対策は立ち遅れた状態にある。また、産業廃棄物の処理についても早急に対策を
講じる必要に迫られている。
　この状況に対し、国際協力事業団はマレイシア側との協議に基づき、「有害化学物質評価
分析、産業廃棄物処理技術協力事業」を実施し、既に終了している。（1993.9.9～1997.9.8）
　しかしながら、前記プロジェクトは技術移転を実験室レベルに限定していたため、マレイ
シアはこのプロジェクトで得られた成果を実際の産業活動に適用し、継続的開発のための産
業公害管理・防止に資するための協力を要請してきた。

２．協力内容
（1）スーパーゴール
　マレイシアにおいて有害化学物質の管理が強化される。

（2）上位目標
　シリム公社（SIRIM）において有害化学物質のリスク評価能力が向上される。

（3）プロジェクト目標
　シリム公社（SIRIM）が産業界に化学物質安全性の評価・管理サービスを提供できる
ようになる。

（4）成　果
　０．プロジェクトの運営・管理体制が確立される。
　１．設備が適切に整備・操作・管理ができるようになる。
　２．化学品安全性評価のための技術が習得される。
　３．色度、窒素化合物を含む廃水処理のための技術が習得される。
　４．習得された技術が産業界にも促進普及される。
　５．有害化学物質の評価及び処理に関する情報が広められる。

（5）投入（評価時点）
 日本側：
　　長期専門家派遣 　7名 機材供与 1億3,957万  765円
　　短期専門家派遣 27名 ローカルコスト負担 2,079万8,000円
　　研修員受入れ 13名 その他
相手国側：（1RM=32.9円（2002年 1月時点））

　　カウンターパート配置 17名 機材購入 27万5000RM
　　土地・施設提供 ローカルコスト負担 169万7800RM
　　その他



II．評価調査団の概要
調査者（担当分野：氏名　所属）

団長・総括：松本高次郎
　　国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　課長代理
技術協力計画：沼舘　建
　　経済産業省製造産業局化学物質管理課　管理係長
技術移転計画：江藤千純
　　（財）化学物質評価研究機構安全性評価技術研究所研究企画部　研究企画課長
評 価 管 理      ：川村健一
　　国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　職員
評 価 分 析      ：高沢正幸
　　（株）レックス・インターナショナル　開発計画コンサルタント

調査期間　2001年10月7日～2001年10月20日 評価種類：終了時評価
III．評価結果の概要
1．評価結果の要約
（1）効率性

　投入にかかわる問題点はいくつか見られた。例えば、機材の輸送時期が遅れたことが

あったが、プロジェクトの運営上大きな遅延を生じることはなかった。

　また、短期専門家の派遣人数が少なく、派遣期間を長くしてほしいとの希望が主にマ

レイシア側から出た。特に長期専門家が派遣されなかった生態毒性試験、廃水処理技術

分野については、短期専門家の派遣時期、期間などを十分に検討するべきであったと思

われる。日本側はこれらの要求をすべて受け入れることは難しいであろうが、より効果

的に技術移転の成果を上げるために、短期専門家の派遣期間と時期については十分注意

を払って検討する必要がある。

（2）目標達成度

　プロジェクト目標は、成果の達成度合いから判断して協力期間が終了するまでに達成

されると考える。マレイシア側のプロジェクト関係者は、有害化学物質におけるリスク

評価の原理と考え方につき技術を習得したが、プロジェクトを完了させるためにはその

指標として、「少なくとも１つの有害化学物質についてリスク評価を実施し、研究報告

書を作成する」ことが必要である。この研究報告書は、プロジェクトが終了するまでに

は作成される見込みである。

（3）インパクト

　第8次マレイシア計画（2001～2005）は、産業界の事業者が環境管理をしていくうえ

で SIRIM が重要な機関であると位置づけている。特に環境管理の技術を十分に有して

いない中小事業者にとっては重要な機関であると評価しており、本件プロジェクトは、

SIRIMがこれらの地位を築くことに貢献したと認められる。



　SIRIM は、プロジェクト期間中に廃水処理、化学品安全性評価の分野において、産業

界に貢献できるコンサルタント業務の範囲を広げた。

　リサーチャーの能力はおおむね向上し、リスク評価分野のカウンターパート（C／P）

の1人が労働安全衛生局（DOSH）認定のアセサーの資格を取得した。DOSHはさらに、

本件プロジェクト活動の内容から SIRIMのリサーチャーの能力を評価した。

（4）妥当性
　マレイシア政府は、有害化学物質が与える環境へのインパクトにつき関心を抱いてい
る。また、産業界も同様に関心を抱いているため、プロジェクト実施の妥当性は十分あ

ったと認められる。本件プロジェクトで実施されたセミナーは、環境問題の重要性につ

いて産業界の事業者に大きな自覚をもたせることに貢献した。SIRIM が産業界から依頼

を受けるコンサルティング調査の件数は増加している。有害化学物質を扱う統一された

法体制が整備されれば、産業界からのニーズは増加すると考えられる。特に、リスク管

理につき十分な技術を有していない中小事業者からのニーズは更に増加すると考えられ
る。

（5）自立発展性
　SIRIM は、産業界の期待に応えることができるほどのリスク評価、コンサルティング

業務を提供できる運営体制を整えた。業務範囲を拡大するために、多数の機関と良好な

関係を構築している。技術的には、C／P の大多数が十分なレベルの技術を取得した。C
／Pの技術力は維持され、今後、更に活動を広げていくにも十分なレベルである。
　財政的には、現状から判断する限り、産業界に対して業務調査の契約件数を問題なく

増やすことができると考える。また、SIRIMの業務調査分野は拡大している。

2．効果発現に貢献した要因
（1）計画内容に関すること
　移転した技術はリスク管理以外にも用途のある技術であるために、SIRIM は産業界か

らの様々なニーズに応えることができるようになり、業務体制の強化に役立った。

（2）実施プロセスに関すること
　フェーズ I のプロジェクトから C／P、機材などを引き継いで効果的に割り当てられ
た。

3．問題点及び問題を惹起した要因
（1）計画内容に関すること
　プロジェクト開始前には、マレイシア国内において工業化学品法が制定されることを

念頭に置いて計画が立てられたが、いまだにその法律は制定されていない。

（2）実施プロセスに関すること
　変異原性試験技術の実験室建設が遅れた。



4．結　論
（1）2000年６月に実施された運営指導調査（中間評価）の結果と比べ、職員育成、機材の
運営･管理につき大きな進展が見られた。運営指導調査団は技術移転につき問題点を指

摘したが、プロジェクト・チームは柔軟に対応して問題点の解決に努めた。

（2）プロジェクト目標はまだ達成されていない。プロジェクト目標達成の指標として
「SIRIM が少なくとも1つの有害化学物質について、リスク評価を実施するとともに、研
究報告書を作成する」が達成されていないことが理由である。しかし、現状の活動から

判断する限り、プロジェクト期間が終了するまでにこの報告書は作成されると考えられ

る。

（3）本件プロジェクトは、マレイシア国内において検討されていた工業化学品法がいずれ
制定されることを念頭に置いて計画されたが、同法律は終了時評価調査の段階ではいま

だ制定されていない。しかし、本件プロジェクトに関連する他の法規制（例：DOSH に
よる労働安全衛生法の下の規制）が制定されたことや、マレイシア政府が環境政策に関

心をもっていることなどから、本件プロジェクトはマレイシアの政策に対して妥当とい

える。

　　工業化学品法などの有害化学物質に関する統一された法規制が整備されれば、SIRIM
の役割は産業界、特にリスク評価につき十分な技術をもたない中小事業者（SMI）にと
っては欠かせない機関となる。

（4）化学品安全性評価技術のうち変異原性試験分野の C／P は、変異原性の原理とデータ
解釈、特に染色体異常試験において、十分な技術がまだ身に着いていないと感じている。

5．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（1）プロジェクト・チームは、プロジェクトが終了するまでに変異原性試験分野の C／P
が十分な評価技術力が身に着くよう対策をとるべきである。C／P が自身の技術力に自
信がもてるようにするために変異原性試験分野の短期専門家を派遣し、更に技術指導が

必要と思われる。

（2）プロジェクト・チームは、プロジェクトが終了するまでに少なくとも1つの有害化学
物質について研究報告書を作成するための時間を設けるよう対策をとるべきである。

6．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、
運営管理に参考となる事柄）

（1）プロジェクトの計画は、プロジェクトが始まる事前の段階で十分に注意して計画して
おくべきである。本件プロジェクトではリスク評価における方法論を指導することが最

も重要な課題の１つであったが、この課題は当初のプロジェクト計画のなかでは計画、

若しくは説明がされていなかった。この問題は、昨年６月に実施された運営指導調査が

終了したあとで発生した。



（2）プロジェクトの計画･運営において、法規制の制定が果たす役割は重要である（法規
制はプロジェクトの計画･運営に強い影響を与える）。環境政策にかかわる分野では特に

その役割は重要である。環境関連の法律制定の将来予測がつきにくい場合には、プロジ

ェクト計画、妥当性、自立発展性は十分考慮される必要がある。

　　しかし、環境政策のニーズに応えるプロジェクトであれば、（法律制定の予測がつき
にくい場合でも）実行は可能である。例えば、本件プロジェクトは前述の条件（環境政

策のニーズに応えた）を満たし、SIRIM はこの条件につき高い水準で技術能力を身に着
けることができた。

（3）短期専門家の派遣については十分な注意が必要である。特に、長期専門家派遣が計画
されていない分野においては、短期専門家の人数、専門性、派遣時期については十分に
注意を払って検討する必要がある。
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

1 － 1 － 1　経　緯

本プロジェクトは 1998 年 4 月 1 日から 4 年間の協力を開始している。また、プロジェクト開

始から 8 か月余りを経過した時点である 1998 年 12 月に、プロジェクトの活動と実施体制の確

認、プロジェクト実施上の問題点・要望などの調査を行うことを主な目的として運営指導調査

団が派遣されている。さらに 2000 年 6 月には、プロジェクトの中間期でのプロジェクトの進捗

状況を把握・評価し、中間評価調査表をまとめるとともに、計画内容の軌道修正の必要性や実

施体制の問題点を指摘し、プロジェクトの運営をより適切なものとすることを目的として、運

営指導調査団（中間評価）が派遣されている。

1 － 1 － 2　目　的

今回の調査団は、

（1）協力期間終了を約半年後に控えた時点での計画達成度を把握し、実施の効率性、目標達成

度、効果、計画の妥当性、自立発展性の 5 項目に基づいて評価を行う

（2）上記評価結果を踏まえ、今後の協力方針について相手国側と協議し、ミニッツで確認する

（3）さらに評価結果から、今後の協力のあり方や評価の実施方法の改善に資する提言及び教訓

などを導き出すことを目的として派遣された。

1 － 2　調査団の構成
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Centre）

Ms. Norshidah Baharuddin （Researcher）

Ms. Siti Aishah Asmah Yusob （Researcher）

Ms. Hasnah Md. Zin （Researcher）

Ms. Letchumi Thannimalay （Researcher）

Ms. Putri Razreena Abdul Razak （Researcher）

日本国大使館

蓮井智哉（二等書記官）

JICA マレイシア事務所

樋田俊雄（所長）

佐々木十一郎（次長）
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竹川郁夫（所員）

JICA プロジェクト長期専門家

佐野　弘（チーフアドバイザー）

末満広志（業務調整員）

菊野　秩（変異原性試験）

新井洸三（リスク評価）

1 － 5　終了時評価方法

（1）PCM 手法による終了時評価を実施する。

①　コンサルタントが各種プロジェクト活動報告書、モニタリング調書などの各種資料に基

づき、評価用 PDM を作成するとともに評価 5 項目に沿った評価グリッドを作成する。

②　コンサルタントは上記資料に基づき評価グリッドを埋めるとともに、質問事項を質問票

に取りまとめる。

③　質問票を事前に配付し、原則として事前に情報を入手する。

④　コンサルタントがマレイシアに赴き、カウンターパート、専門家などへのインタビュー

を行い、評価グリッドを完成させる。その結果を評価 5 項目に従い整理・分析し、評価結

果を合同評価報告書（案）にまとめる。

⑤　官団員がマレイシアに赴き、合同評価報告書（案）の内容に基づき、マレイシア側と協議

する。

⑥　マレイシア側と合意のうえ、合同評価報告書を完成させる。

（2）評価の結果、協力期間終了までのプロジェクト計画について協議し、その結果をミニッツに

記載する。

（3）評価結果から、今後の協力のあり方や評価の実施方法の改善に資する提言及び教訓を導き

出す。



─ 5 ─

第 2 章　調査結果概要

1．評価用PDM
（Project Design Matrix）

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

PDM の改訂は行われて
いないが、2000 年 6 月の
運営指導調査（中間評価）
において、あいまいで
あった指標の解釈が示さ
れ、それを終了時評価にお
いて用いることがマレイシ
ア側と合意されている。

マレイシア側とも協議し、
現行PDM につき修正（調整）
の必要な点があれば修正し、
評価用 PDM とする。指標に
ついては意味を明確にしたも
のを用いることを検討する。

明確化された指標を用
いた PDM を評価用 PDM
とした。

2．評価調査方法 調査方法の概略（手順）は
以下のとおり。

（1）評価用 PDM を基に評価
グリッドを作成し、調査項
目ごとの情報源を整理す
る。なお、主な情報源は以
下のとおり。
・日本人専門家、C ／P、関
係機関（質問票（事前に配
付）、インタビュー等によ
り情報収集）
・プロジェクト実施状況を
示す各種資料（プロジェ
クト四半期報告書、調査
団報告書等）

（2）上記評価グリッドに沿っ
て情報を入手・整理し、評
価5 項目（効率性、目標達成
度、効果、妥当性、自立発展
性）の観点から終了時評価
調査表として評価結果を取
りまとめる。

（3）マレイシア側評価調査団
と協議のうえ、合同評価報
告書を取りまとめる。

（4）残余協力期間内の協力方
針、その他特記事項につい
てマレイシア側と協議・確
認して、必要に応じ協議議
事録（ミニッツ：M ／M）に
記載し、マレイシア側と合
意する。

左記のとおり調査を
行った。
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3．計画達成度（計画実
績）の確認（※モニタリ
ング）

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

全体実施計画（Plan of
Operation：PO）及び年次
実施計画（Annua l  P l an
of Operation：APO）に従
い協力を実施している。
現時点での計画達成度は
以下のとおり。

（1）投入実績 左記の点を確認した。日本側
（a）長期専門家
（内訳、延べ人数）
チーフアドバイザー：2
調整員：1
変異原性試験：1
試料採取分析：1
リスク評価：2

（b）短期専門家
（内訳）
延べ27 名
本年度更に 3 名を派遣
予定

（c）研修員受入れ
13 名

（d）機材供与
1 億3,957 万765 円
（本年度分 2,000 千円を
含む）

（e）ローカルコスト負担等
2,079 万8,000 円
（本年度分 4,505 千円を
含む）

既存・収集資料より左記の
点について確認する。

マレイシア側
（a）カウンターパート要
員配置
プロジェクトマネージャー 1
プロジェクトリーダー1
変異原性試験 6
生態毒性試験 6
試料採取分析 5
リスク評価 2
廃水処理 6

（b）施設・設備
（c）人件費・光熱費
（d）その他

既存・収集資料より左記の
点について確認する。

左記の点を確認した。

（2）活動の実施状況 年次実施計画（APO）に
沿い実施されている。現
行 PDM の活動 26 項目の
うちには完了している項
目もある。（11 項目終了）

左記の点につき、既存資
料・収集資料・ヒアリングに
より状況を確認する。また、
残余協力期間の活動計画を確
認し、必要に応じて修正す
る。

左記の点を確認した。
プロジェクト終了までに
予定されている活動は終
了する見込みである。
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（3）成果の達成度

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

プロジェクトからの報
告によれば、PDM 上の成
果（Outputs）の指標項目
のうち、未達成のものは
2-1、2-3、3-1、5-1 である。

左記につき、既存資料・収
集資料・ヒアリングにより状
況を確認する。また、残余協
力期間での成果達成の見通し
を確認する。

左記の点を確認した。
プロジェクト終了までに
予定されている成果が得
られる見込みである。

4．評価 5 項目による評価 マレイシア側評価チームと
合同で評価を行う。

マレイシア側評価チー
ムと合同評価を行い、合
同評価報告書を作成した。

（1）効率性
　（Efficiency）

「成果（Outputs）」及び
「投入（Inputs）」の達成度
については上記「3．計画
達成度」を参照。

「成果」と「投入」を対比し、
「投入」の規模／内容／タイ
ミングが適切であったかを調
査する。

第 3 章参照

（2）目標達成度
　（Effectiveness）

本プロジェクトのプロ
ジェクト目標（Pr o j e c t
purpose）は、「SIRIM が産
業界に化学物質安全性の
評価・管理サービスを提
供できるようになる」で
ある。

上記 3 の計画達成度の結果
から、協力終了時点での左記
プロジェクト目標達成見通し
を推定する。

また「成果」から「プロジェ
クト目標」へのつながりを促
進、又は阻害する要因につい
てもヒアリング等により調査
する。

第 3 章参照

（3）効　果
　（Impact）

1）上位目標への効果（＝
直接的効果）
プロジェクトの上位目
標は、「SIRIM において
有害化学物質のリスク評
価能力が向上される」で
ある。

2）間接的効果
現状では経済的、制度
的、社会的、環境的側面
等において顕著なインパ
クト（負の側面も含む）
は見られていない。

「リスク評価が行われた有
害物質の数」を調べ、プロ
ジェクト終了後に達成される
見込みを調査する。

なお、上位目標の達成はプ
ロジェクト終了後、数年を経
て実現できる性質であること
に留意する。

既存資料、収集資料、ヒア
リングにより何らかの間接的
な効果が生じているかどう
か、また将来的に生じる見通
しがあるかどうかを調査す
る。

第 3 章参照
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（4）計画の妥当性
　（Relevance）

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

1）上位目標
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「プロ
ジェクトが前提としてい
た工業化学品法等の法体
系の整備は進んでいな
い。この法体系の整備が
なされた際の SIRIM の
役割は大きい」と評価さ
れている。

2）プロジェクト目標
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「移転さ
れた個々の技術を連携さ
せることにより化学物質
のリスク評価が可能とな
るが、SIRIM 内において
は個々の技術を独立して
とらえて利用する傾向が
ある。
またプロジェクト終了
までに GLP 基準をクリ
アすることは困難である
が、GLP 体制に近づくこ
とを目標とすることが妥
当である」と評価されて
いる。

3）成果
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「SIRIM
内においては個々の技術
を独立してとらえて利用
する傾向がある」と評価
されている。

4）妥当性を欠いた要因
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「SIRIM
は公社化（1996 年9 月）以
降ビジネス指向が強ま
り、リスク評価の要素技
術を営業活動に結びつけ
ることに成功している」
と評価されている。

国家政策、SIRIM の企業方
針、主たる受益者のニーズか
ら、本案件の上位目標、プロ
ジェクト目標、及び成果が協
力終了時（2002 年 3 月末）に
おいても妥当なものであるか
を評価する。

もし妥当性に欠く点があれ
ばその原因を調査する。

第 3 章参照
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（5）自立発展性
　（Sustainabil i ty）

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

1）財政的側面
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「運営資
金の 40％は自己調達す
ることになっており、ビ
ジネス指向が強まってい
る。法律に裏付けられた
業務をもてるかが本プロ
ジェクトの移転技術の自
立的発展性を大きく左右
する。化学物質のリスク
評価のための各試験費用
は高額であり、どれだけ
の需要が見込めるかが自
立発展性に大きくかか
わってくる」と評価され
ている。

2）組織的側面
中間評価時点（2000 年
6 月）において、自立発展
のためには「工業化学品
法が制定されなければリ
スク評価を行う法的根拠
がない」と評価されてい
る。

3）技術的側面
中間評価時点（2000 年
6 月）において、「個々の
技術間に需要の差が生じ
れば技術の定着度に差が
出てきてしまう」と評価
されている。

SIRIM におけるプロジェク
トへの予算措置の優先度につ
いて確認して評価する。また
SIRIM 全体の財政状況につ
いても確認する。

既存資料、収集資料、ヒア
リングにより現状及び将来的
な見通しについて評価する。

既存資料、収集資料、ヒア
リングにより現状及び将来的
な見通しについて評価する。

第 3 章参照

5．効果発現に貢献した要
因

上記4．（3）の効果（Impact）
をもたらすにあたって貢献し
た要素（factor）があった場
合、その要因をマレイシア
側、日本側に分けて整理す
る。

第 3 章参照

6．問題点及び問題を惹起
した要因

プロジェクトの目標達成に
あたって問題となった点が
あった場合、その問題点をあ
げるとともに、それを惹起し
た要因をマレイシア側、日本
側に分けて整理する。

第 3 章参照
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7．教訓・提言

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

プロジェクト終了時点
までの年次計画が策定・
承認されている。

（1）教　訓
評価調査結果から今後の
他の類似プロジェクト実施
の改善に資する教訓を抽出
する。

（2）提　言
評価調査結果から残余協
力期間（～ 2002 年 3 月末）
のプロジェクト実施の改善
に資する提言を導く。
同調査結果からプロジェ
クトの将来に向けての提言
を導く。

第 3 章参照

8．今後の計画

（1）プロジェクト終了時
まで

左記計画を確認し、微調整
が必要な場合は、マレイシア
側とも協議のうえ調整し、協
議議事録において合意する。

残りの期間については
年度当初の予定どおり協
力することで合意した。
さらに変異原性試験分野
の短期専門家の派遣要請
がマレイシア側よりあり、
その旨をミニッツに記載
した。
今年度の技術移転は順
調に行われており、期間
終了までに技術移転は完
了する見込みである。
今後短期専門家の派遣
を、（1）リスク評価、（2）
変異原性試験（いずれも
セミナー講師）、（3）GLP
体制の 3 分野で予定して
いる。
マレイシア側からは、
変異原性試験分野におい
て、更に高いレベルでの
技術移転を達成するため
に短期専門家派遣の要望
がなされた。これはセミ
ナー講師とは別の専門家
であり、（3）GLP 体制の専
門家を、変異原性試験も
兼ねて派遣することを検
討する。

（2）延長又はフォロー
アップの必要性

協力終了時点での目標達成
度、マレイシア側のニーズ、
日本側の支援体制・予算措置
を勘案し、協力の延長（又は
フォローアップ）の要否を判
断する。

技術移転は順調に行わ
れており、その技術を
SIRIM が維持していく体
制は整っているために、
協力の延長の必要はない。

特に延長又はフォロー
アップの要請は今のとこ
ろない。
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9．その他

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

「有害化学物質評価分
析・産業廃棄物処理技術
協力事業（フェーズ1）」の
アフターケアの要請が来
ている。

今回のプロジェクト及び調
査団とは直接関係はないが、
議題になればマレイシア側の
要望を聴取する。

フェーズ 1 のアフター
ケアの要望があり、その
旨ミニッツに記載した
（当案件については既に正
式要請済）。これはフェー
ズ 1 の延長上にあるとと
もに、今回のプロジェク
トの内容をもフォローす
るような内容であるとし
て、SIRIM 側は強くその
必要性を訴えた。
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第 3 章　評価結果

3 － 1　評価概要

（1）効率性

投入にかかわる問題点はいくつか見られた。例えば、機材の輸送時期が遅れたことがあっ

たが、プロジェクトの運営上大きな遅延を生じることはなかった。

短期専門家の派遣人数が少なかった。派遣期間をより長期にしてほしいとの声が主にマレ

イシア側から出た。特に長期専門家が派遣されなかった生態毒性試験、廃水処理技術分野に

ついては、短期専門家の派遣時期、期間などを十分に検討するべきであったと思われる。日

本側はこれらの要求をすべて受け入れることは難しいであろうが、より効果的な技術移転の

成果を上げるために、短期専門家の派遣期間と時期については十分注意を払って検討する必

要がある。

（2）目標達成度

プロジェクト目標は、PDM の成果から判断して協力期間が終了するまでに達成されると考

える。マレイシア側のプロジェクト関係者は有害化学物質におけるリスク評価の原理と考え

方につき技術を習得したが、プロジェクトを完了させるためには PDM のすべての指標を満た

す必要がある。本件プロジェクトでは、プロジェクト目標の指標にあるとおり、少なくとも

1 つの有害化学物質についてリスク評価を実施し、研究報告書を作成することが必要である。

（3）効果（インパクト）

第 8 次マレイシア計画（2001 ～ 2005）は、産業界の事業者が環境管理をしていくうえで

SIRIM が重要な機関であると評価している。特に環境管理の技術を十分に有していない中小

事業者にとっては重要な機関であると評価している。本件プロジェクトは、SIRIM がこれら

の地位を築くことに貢献したと認められる。

SIRIM は、プロジェクト期間中に廃棄物処理、化学品安全性、クリーナー・テクノロジー

の分野において、産業界に貢献できるコンサルタント業務の範囲を広げた。

リサーチャーの能力はおおむね向上し、リスク評価分野のC ／ P の 1 人が DOSH 認定のア

セサーの資格を取得した。DOSH はさらに、本件プロジェクト活動の内容からSIRIM のリサー

チャーの能力を評価した。
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（4）妥当性

マレイシア政府は、有害化学物質が与える環境へのインパクトにつき関心を抱いており、ま

た産業界も同様に関心を抱いている。本件プロジェクトで実施されたセミナーは、環境問題

の重要性について産業界の事業者に大きな自覚をもたせることに貢献した。SIRIM が産業界

から依頼を受けるコンサルティング調査の件数は増加している。有害化学物質を扱う統一さ

れた法体制が整備されれば、産業界からのニーズは増加すると考えられる。特に、リスク管

理につき十分な技術を有していない中小事業者からのニーズは更に増加すると考えられる。

（5）自立発展性

SIRIM は、産業界の期待に応えることができるほどのリスク評価、コンサルティング業務

を提供できる運営体制を整えた。業務範囲を拡大するために、多数の機関と良好な関係を構

築している。技術的には、C ／ P の大多数が十分なレベルの技術を取得した。C ／ P の技術力

は維持され、今後更に活動を広げていくにも十分なレベルである。

財政的には、現状から判断する限り、産業界に対して業務調査の契約件数を問題なく増や

すことができると考える。また、SIRIM の業務調査分野は拡大している。

3 － 2　計画達成度

（スーパーゴール）
マレイシアにおいて有害化学物質の
管理が強化される。

プロジェクトの概要 指　標 結　果

有害化学物質に関する法律や規制
が制定される。

有害化学物質にかかわる統一され
た法体制はまだ整備されていない。

（上位目標）
SIRIM において有害化学物質のリス
ク評価能力が強化される。

SIRIM が 1 つ以上の有害化学物質
のリスク評価を行う。

十分に評価を行った有害化学物質
はまだない。この点についてプロ
ジェクト・チームは協力期間が終了
するまでに実施する予定である。

（プロジェクト目標)
SIRIM が産業界に対し、化学物質安
全性の評価・管理サービスの提供を
することができる。

1．SIRIM が少なくとも 1 つの有害
化学物質について、リスク評価を実
施するとともに、研究報告書を作成
する。
2. 生態毒性試験分野と変異原性試
験分野において日本人専門家が作
成した評価表に従って、2000 年6 月
時点で得られた A 評価項目数より
増加させる。また、ISO ／IEC17025
のような国際的に認められた実験
のクオリティーを示す規格が獲得
される。

1．指標で示された研究報告書はま
だ作成されていない。プロジェクト
終了までに、少なくとも1 つの報告
書を作成する予定である。
2．2000 年 10 月時点での評価では、
生態毒性分野での A 評価の数は増
加しなかった。B 評価はわずかに増
加した。しかし、この評価は、現状
の活動に大きな影響を与えていな
い。
変異原性試験分野における A 評

価の数は大きく増加した。
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（成果）
0．プロジェクトの運営・管理体制が
確立される。

1．設備が適切に整備・操作・管理で
きるようになる。

2．化学品安全評価のための技術が習
得される。

3．色度、窒素化合物を含む廃水処理
のための技術が習得される。

4．習得された技術が産業界にも促進
普及される。
5．有害化学物質の評価及び処理に関
する情報が広められる。

プロジェクトの概要 指　標 結　果

0．常に最低 15 人の C ／ P が確保さ
れる。最低 3 名の日本人専門家が
認めるレベルの管理者としての C
／ P が確保される。さらに、プロ
ジェクト期間を通じて最低 800 万
RM が SIRIM により措置される。

1-1．すべての主要機材について、そ
れぞれ使用状況とメンテナンス状
況を示す機材使用記録簿とログ
ブックが作成される。
1-2．主要機材についてそれぞれ最低
１名の責任者と最低 1 組の取扱・
メンテナンス説明書を整備し、機
材状況を定期的にモニタリングし
なければならない。

2-1．最低12 名のC ／P が訓練され、
専門家が作成したモニタリング
シートにより評価される。

2-2．OECD ガイドライン／ JIS ガイ
ドライン、その他、世界的に認め
られているガイドラインに沿って
すべての分野の試験マニュアルが
作成される。
2-3．リスク評価のケーススタディの
報告書が作成される。
3-1．最低3 名のC ／P が訓練され、専
門家が作成したモニタリングシー
トにより評価される。

3-2．マレイシアの廃水処理基準に
沿ったアセスメントガイドが準備
される。また、ベンチスケールの
研究実験室におけるすべてのユ
ニットプロセスの廃水処理マニュ
アルが作成される。

4-1．少なくとも 20 のレポートが作
成される。
5-1．最低 4 回セミナーが開催され
る。

0．17 名のC ／P が常時確保され、こ
のうち 3 名が日本人専門家により
管理者のレベルに達していると評
価された。
プロジェクト期間が終了するま

でに、最低 859 万 RM が措置され
ることになっている。
1-1．機材使用記録簿とログブックは
作成された。

1-2．すべての主要機材は、各分野か
ら選ばれた責任者によって管理さ
れている。
主要機材の必要な取扱・メンテ

ナンス説明書（マニュアル）は準
備された。
機材状況は、前述のマニュアル

に従って定期的(半年ごと）にモニ
タリングされている。
2-1．14 名のC ／P が訓練された。C
／ P は、専門家が作成したモニタ
リング・シートによって評価され
た。
2-2．変異原性試験分野と生態毒性試
験分野：OECD ガイドラインに沿
い、試験マニュアルが作成された。
廃棄物分析：JIS とASTEM に沿

い、試験マニュアルが作成された。
2-3．38 のケーススタディの報告書
が作成された。
3-1．4 名の C ／ P が訓練された。C
／ P は、専門家が作成したモニタ
リング・シートによって評価され
た。
3-2．アセスメントガイドは、マレイ
シアの廃棄物処理基準に沿って作
成された。
ベンチスケールの研究実験室に

おけるすべてのユニットプロセス
の廃水処理マニュアルは作成され
た。
4-1．100 のレポートが作成された。
(ANNEX Ⅶ）。
5-1．これまでにセミナーが3 回開催
された。プロジェクト期間が終了
するまでに、セミナーがもう 1 件
開催される予定である。
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（日本側）
1．専門家派遣
－長期専門家：5 名
1）チーフ・アドバイザー
2）業務調整
3）変異原性試験
4）試料採取分析
5）リスク評価
－短期専門家：必要時に派遣される。

2．研修員受入れ（年間 1 ～ 3 名程度）

3．機材供与（変異原性試験、生態毒性試験、廃水処
理、廃棄物処理）

（マレイシア側）
1．C ／ P、スタッフの配置

2．運営費

3．プロジェクト・サイト整備(日本側専門家の執務
室、C ／ P 側執務室、実験室）

4. 機材措置

投　入

1．長期専門家：5 名（延べ 7 名）派遣された。

短期専門家：プロジェクト期間中延べ 27 名が派遣さ
れた。

2．プロジェクト期間中 13 名が研修を受けた。

3．機材の詳細は、ANNEX Ⅲを参照。

1．現在 18 名（累計 27 名）が配置されている。
〔プロジェクト・ダイレクター：1、プロジェクト・リー
ダー：1、変異原性試験：3（6）、生態毒性試験：4（6）、
試料採取分析：3（5）、廃水処理：4（6）、リスク評価：
2〕（丸括弧内の数値はプロジェクト期間中に配属された
C ／ P の累計値を示す。プロジェクト・リーダーは廃水
処理の C ／ P のなかに含まれる。）

2．プロジェクトが終了するまでに配賦される運営費の総
額は、859 万 RM となる見込みである。

3．適切に整備された。

4．機材は適切に措置された（ANNEX VIII 参照）。

R ／D 実　績

3 － 3　評価 5 項目による評価結果

3 － 3 － 1　効率性

a．専門家

主の投入 内　容 参　照

長期専門家：期間中に配属された長期専門家は延べ 7 名であり、配
属については適切であった。専門性についてはおおむねC ／ P の期待
に応えた。
短期専門家：派遣された短期専門家は延べ 27 名である。派遣期間は
2 日から 3 か月であるが、多くの場合は 1 ～ 2 週間であった。リスク評
価を除くすべての分野において、回数及び期間がもっと多ければより
技術移転が進んだとの意見がマレイシア側より出た。短期専門家派遣
については、特に長期専門家が派遣されていなかった生態毒性試験と
廃水処理分析の各分野では十分注意を払って派遣するべきであった。

ANNEX Ⅰ、C ／P
からの聞き取り
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b．機　材

主の投入 内　容 参　照

機材の品目、数量につきおおむね適切であった。機材のなかには、試
験計画に沿って十分に活用できなかったもの又は使用されなかったも
のがあったが、大きな問題は起こらなかった。
機材の納入時期についてもおおむね適切であった。機材のなかには
輸送が遅れたものがあったが、大きな問題は起こらなかった。

ANNEX Ⅲ、長期専
門家、C ／P からの
聞き取り

c．C ／ P の日本研
修

日本で研修を受けたC ／ P の総数は13 名である。C ／ P が能力を向
上するうえで、日本での研修は役に立った。
研修期間は2 週間からおよそ2 か月であり、これは適切な期間であっ
た。研修プログラムの計画につき、C ／ P が本件プロジェクトの運営
に妨げとならないよう配慮して計画された。研修プログラムにつき、お
おむねよい評価を受けたものの、C ／ P が期待していた研修分野と完
全には沿わない場合があった。

ANNEX Ⅱ、C ／P
からの聞き取り

d．C ／ P の配置 C ／P の数は16 名（ANNEX Ⅳによると17 名であるが、プロジェク
ト・リーダーはこのうち1 人をC ／ P と認めていない）である（累計は
26 名）。12 名のリサーチャーと 4 名のアシスタントの構成で配置され
た。
C ／ P の人数はプロジェクトを運営するうえでおおむね適切な数で
あり、日本側から技術移転を受けるうえでも適切な数であった。C ／
P は JICA のプロジェクトだけではなく、他にプロジェクト（産業界の
事業者からの契約案件）も受け持っていた。

ANNEX Ⅳ､ C ／P
からの聞き取り

e．マレイシア側が
提供した施設

マレイシア側が提供した施設は計画どおりに供与された。供与され
た施設のなかには、例えば変異原性試験の実験室、ミーティング・ルー
ムの規模が小さい、という指摘があったが、特に支障をきたすことは
なかった。
運営予算につき、プロジェクトが終了するまでに 859 万 RM が配賦
されることになっている。

ANNEX Ⅶ、C ／P、
長期専門家からの
聞き取り

3 － 3 － 2　目標達成度

成果 0 の達成度

内　容 参　照

0．プロジェクトの運営・管理体制が確立される。
C ／P の数、管理者、運営費について説明している成果0 につき、指
標は以下のとおり満たされた。
i．16 名の C ／ P が常時配属された。C ／ P の数は適切であった。
i i．３名のC ／ P（プロジェクト・マネージャー、プロジェクト・リー
ダー、プロジェクト・コーディネーター）を、すべての日本人長期
専門家が管理者としての能力をもつと評価した。この 3 名はマレイ
シア側の職員のまとめ役としてよく機能したが、彼らは本件以外に
もプロジェクト（産業界の事業者の契約案件等）をこなす必要があ
り、多忙な状況に置かれていた。

i i i．プロジェクト期間中に配賦される運営費の総額は、859 万 RM とな
る見込みである。この額は、プロジェクトを運営するうえで十分な
額であった。

ANNEX Ⅳ､
ANNEX Ⅶ



─ 17 ─

成果 1 の達成度

内　容 参　照

1．設備が適切に整備・操作・管理できるようになる。
指標は以下のとおり満たされた。

 i．主要な機材使用記録簿とログブックが作成された。
i i．すべての主要機材は、それぞれの分野から選ばれた担当者によって
管理された。機材の運営・整備マニュアルも整備され、6 か月おき
に点検された。

長期専門家からの
聞き取り

成果 2 の達成度 2．化学品安全評価のための技術が習得される。
指標は以下のとおり満たされた。

i． 14 名の C ／ P が常時配属された。C ／ P の活動・進捗状況のモニ
タリングにつき、長期専門家が 6 か月おきに実行した。

i i．・変異原性試験のマニュアルは、OECD ガイドラインに従って作成
された。
・生態毒性試験のマニュアルは、OECD ガイドラインに従って作成
された。
・試料採取分析のマニュアルは、JIS と ASTM の規格に従って作成
された。

i i i．38 のリスク評価のケーススタディの報告者が報告された。

ANNEX Ⅳ、長期専
門家からの聞き取
り

成果 3 の達成度 3．色度、窒素化合物を含む廃水処理のための技術が習得される。
指標は以下のとおり満たされた。

i．５名の C ／ P が訓練された。
i i．アセスメント・ガイドは、マレイシアの廃水処理基準に沿って作成
された。ベンチスケールの研究実験室におけるユニット・プロセス
のマニュアルも作成された。

ANNEX Ⅳ、
ANNEX Ⅶ

成果 4 の達成度 4．習得された技術が産業界にも促進普及される。
 i．100 の報告書が作成され、成果 4 の指標は満たされた。

ANNEX Ⅶ、長期専
門家からの聞き取
り

成果 5 の達成度 5．有害化学物質の評価及び処理に関する情報が広められる。
３回のセミナーが開催された。参加者の総数は 275 名である。この
セミナーは、本件プロジェクトの活動や産業界に対してリスク評価の
重要性を伝えるのに役立った。
プロジェクトが終了する前に、もう 1 回セミナーが開催されること
になっている。これにより、成果 5 の指標は満たされる。

ANNEX Ⅴ、P ／D
からの聞き取り

プロジェクト目標
の達成度

SIRIM が産業界に化学物質安全性の評価・管理サービスを提供でき
るようになる。
指標の達成状況は以下のとおりである。

i．指標に示された有害化学物質について、研究報告書はまだ作成され
ていない。SIRIM はプロジェクトが終了するまでにこれを実行する
ことになっている。

i i．2000 年 10 月時点での評価では、生態毒性試験分野のA 評価の数は
増加しなかった。B 評価の数がわずかに増加した。しかし、現状の
活動に影響を及ぼしていない。変異原性試験分野については、A 評
価の数は大きく増加した。

iii．SIRIM は、2000 年10 月5 日に ISO ／ IEC17025 の資格を取得した。

長期専門家からの
聞き取り
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3 － 3 － 3　効　果（インパクト）

正のインパクト

内　容 参　照

i．本件プロジェクトの貢献により、SIRIM はマレイシア国内におい
て、リスク評価においては評判の高い機関としての地位を築くこと
ができた。第8 次マレイシア計画（2001 ～ 2005）は、産業界の事業
者が環境管理を実行していくうえで SIRIM は欠かせない機関であ
ると評価している。特に、環境管理につき十分な技術をもたない中
小事業者（SMI）にとっては欠かせない機関であると評価している。
この国家計画の説明によると、「SIRIM はクリーナーテクノロジー
の普及サービスと情報サービスの提供ができる体制を整え、これら
にかかわる技術審査、契約調査、コンサルティング業務をする能力
をもつ。また、リスク評価のほか、廃棄物処理、労働安全衛生分野
における技術サービスを提供でき、SIRIM は産業活動上欠かせない
機関である」とある。

 i i．SIRIM は、プロジェクト期間中に廃棄物処理分野と化学物質安全性
の分野において、コンサルティング業務の領域を広げた。廃棄物処
理の分野において、残留汚染質除去、膜処理、湿式酸化が新規業務
分野として加えた。化学物質安全性の分野では、遺伝性毒性、環境
挙動、労働安全毒性、リスク評価を新規業務分野として加えた。

i i i．リスク評価分野のC ／ P の 1 人がDOSH によるアセサーの資格を
習得した。この資格の所有者は非常に少ないが、これによりSIRIM
は産業界の事業者に対して労働安全性のリスク評価を実行できるよ
うになった。さらに、DOSH は本件プロジェクトで技術を習得した
SIRIM のリサーチャーの能力を評価した。

ANNEX Ⅳ､
ANNEX Ⅶ

負のインパクト なし

3 － 3 － 4　妥当性

上位目標に対する
妥当性（マレイシ
アの政策に対する
妥当性)

内　容 参　照

政府は、第 8 次マレイシア計画（2001 ～ 2005）のなかで適切な環境
管理につき重要視している。この開発計画では、有害廃棄物、毒性化
学物質、水質の分野について説明している。

長期専門家からの
聞き取り

プロジェクト目標
につき、産業界の
ニーズに応えたか。

DOSH は 2000 年 4 月、有害化学物質を扱う事業所では従業員の健康
へのリスク評価を行わなければならない法律を制定した。事業者は、有
害化学物質による環境への影響に関心を抱いている。
本件プロジェクトによって実行されたセミナーも産業界の事業者に
対して現状の環境問題に関心をもたせることに貢献した。産業界から
のコンサルティング依頼は増加している。
他の関連法規（有害化学物質法）も制定の準備が進められている。産
業界からの関心は高まっている。

P ／M からの聞き
取り

上位目標、プロ
ジェクト目標、成
果及び投入の相互
関連性に対する計
画策定の妥当性

 i．PDM の成果と活動のなかにリスク評価の方法論を指導する内容を
十分に記載しておくべきであった。現状のPDM の6 つの成果は、プ
ロジェクト目標(リスク評価の業務能力が構築されることが記載さ
れている）を達成するための条件が十分に記載されていなかった。

 ii．大きな問題ではないが、C ／ P の確保につき問題が発生した。4 名
のC ／ P がプロジェクト期間中に辞職した。辞職者は十分な能力を
もっていたので、プロジェクトの円滑な進行を多少であるが妨げ
た。C ／ P の確保は、PDM の外部条件のなかに取り入れるべきで
あった。

長期専門家からの
聞き取り
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3 － 3 － 5　自立発展性

制度的側面

内　容 参　照

 i．EPU、DOE、DOSH は、有害化学物質のリスク管理を優先分野と
している。これらの機関は、SIRIM を廃棄物処理と化学物質安全性
の分野の環境・リスク管理においては欠かせない調査機関として期
待している。

 i i．SIRIM の運営体制につき、今後も活動を継続できる体制を整えた。
3 名のC ／ P は、今後重要な役割を果たす管理職としての能力を備
えた。

i i i．SIRIM は、産業界から評判の高い機関として体制を整え、さらに、
より高い水準の機関としての体制を整えている過程である。統一し
た有害化学物質の法体系が整備されれば、産業界に対する SIRIM
の役割は、コンサルティング業務や有益な情報を提供するうえでさ
らに欠かせない機関となると考えられる。特に、リスク評価につき
十分な技術をもたない中小事業者（SMI） に対しては、さらに欠か
せない機関となると考えられる。

P ／D、P ／M から
の聞き取り

財政的側面 現状の活動を見て判断する限り、SIRIM が産業界の事業者から業務
委託費を確保することについては困難に出くわすことはないと考える。
しかし、政府から配賦される運営費は減少する傾向にあるため、SIRIM
は常に業務分野を拡大していく必要がある。

P ／ D からの聞き
取り

技術的側面 i．・生態毒性試験、廃棄物分析の技術移転は十分なレベルで実行され
た。C ／ P の現状の技術力は維持され、今後も活動分野は拡大し
ていくと考えられる。
・リスク評価分野につき、技術移転は十分になされたが、プロジェ
クトが終了するまでに有害化学物質におけるケーススタディを実
行する必要がある。
・変異原性試験分野においては、ある程度達成した。今後プロジェ
クトが終了するまでに 6 つの物質を試験する計画があり、これに
より C ／ P の実践的技術や調査技術は更に向上すると考えられ
る。
しかし、C ／P は十分に技術を習得していないと思っている。原
理やデータ解釈、特に染色体異常試験の分野の技術においてはま
だ十分な自信をもっていないと考えている。

 i i．必要な機材は設備された。運営・管理マニュアルも作成され、適切
に管理されると考えられる。プロジェクト期間中に供与された機材
は、国内の他の機関と比べてかなり水準の高い機材である。
マレイシア側は、ほとんどの機材について維持管理できると考え
られる。専門業者に点検を依頼する必要性のある機材があるかもし
れないが、機材運営上大きな問題は起こらないと考えられる。

C ／P、長期専門家
からの聞き取り
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3 － 4　評価結果の総括

1）全般的に、昨年 6 月に実施された中間評価調査の結果と比べ、職員育成、機材の運営・管理

につき大きな進展が見られた。中間評価調査団は技術移転につき問題点を指摘したが、プロジェ

クト・チームは柔軟に対応して問題点の解決に努めた。

2）プロジェクト目標はまだ達成していない。PDM で示された指標の 1 つである「SIRIM が少な

くとも 1 つの有害化学物質について、リスク評価を実施するとともに、研究報告書を作成する」が

十分に達成されていないことが理由である。しかし、現状の活動から判断する限り、プロジェク

ト期間が終了するまでにこの指標は満たされると考えられる。

3）本件プロジェクトは、準備されていた工業化学品法（Industrial Chemical Act： ICA）が、い

ずれ制定されることを念頭に置いて計画されたが、同法律につき、終了時評価調査の段階ではま

だ制定されていない。しかし、工業化学品法のほかに本件プロジェクトに関連する法規制（例：

DOSH による労働安全衛生法の下の規制）が制定されたことや、マレイシア政府が環境政策に関

心をもっていることなどから、本件プロジェクトはマレイシアの政策に対して妥当といえる。

有害化学物質における統一された法規制が整備されれば、SIRIM の役割は産業界、特にリスク

評価につき十分な技術をもたない中小事業者（SMI）にとっては欠かせない機関となる。

4）変異原性試験分野のC ／ P は、変異原性の原理とデータ解釈、特に染色体異常試験において、

C ／ P が自身の技術力に自信をもてるほどの技術力がまだ身に着いていないと感じている。
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第 4 章　提言及び教訓

4 － 1　提　言

1）プロジェクト・チームは、プロジェクトが終了するまでに変異原性試験分野のC ／ P に十分

な評価技術力が身に着くよう対策をとるべきである。C ／ P が自身の技術力に自信がもてるよ

うにさせるため、変異原性試験分野の短期専門家を派遣し、さらに技術指導が必要と思われる。

2）プロジェクト・チームは、プロジェクトが終了するまでに少なくとも 1 つの有害化学物質に

ついて研究報告書を作成するための時間を設けるよう対策をとるべきである。

4 － 2　教　訓

1）PDM は、プロジェクトが始まる事前の段階で十分に注意して計画しておくべきである。本件

プロジェクトでは、リスク評価における方法論を指導することが最重要課題の 1 つであったが、

この課題は PDM の活動のなかで計画、若しくは説明がされていなかった。このことは昨年 6 月

に派遣された運営指導調査（中間評価）が終了したあとで発生した。

2）プロジェクト計画・運営において、法規制の制定が果たす役割は重要である（法規制は、プ

ロジェクト計画・運営につき強い影響を与える）。環境政策にかかわる分野では特にその役割は

重要である。環境関連の法律制定につき将来予測がつきにくい場合には、プロジェクト計画、妥

当性、自立発展性は注意して考える必要がある。

しかし、環境政策のニーズに応えるプロジェクトであれば、（法律制定の予測がつきにくい場

合においても）実行は可能である。例えば、本件プロジェクトは前述の条件（環境政策のニー

ズに応えた）を満たし、SIRIM はこの条件につき高い水準で技術能力を身に着けることができ

た。

3）短期専門家派遣については十分な注意が必要である。特に、長期専門家派遣が計画されてい

ない分野では、短期専門家の人数、専門性、派遣時期については十分に注意を払って検討する

必要がある。
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第 5 章　団員所感

5 － 1　団長・総括（松本高次郎）

本終了時評価調査団は、1998 年 4 月に開始された本プロジェクトの終了にあたり、プロジェク

トの評価を実施するとともに、残り期間約 6 か月における活動方針を確認することを主な目的に

派遣された。

主な協議は本プロジェクト実施機関である SIRIM と行われ、10 月 18 日合同調整委員会を開催

し、合同評価報告書を承認するとともに、翌 19 日 SIRIM 総裁との間で協議議事録への署名を行っ

た。

以下に評価及び協議の概要とともに所感を記す。

5 － 1 － 1　技術移転の進捗

1998 年 4 月に開始された本プロジェクトにおける技術移転は、3 年半を経過した現在、おお

むね順調な進捗を見せているといえる。

実験室等の整備の遅れに起因し、昨年 6 月の中間評価時に 1 年間の協力期間延長を決定した

変異原性試験分野は、きめ細かい進捗管理の下、技術移転を鋭意進めており、残り 6 か月間に

予定された技術移転を終了できる見込みである。

リスク評価分野については、プロジェクト目標の指標として中間評価時に具体化された

「SIRIM が 1 つ以上の有害化学物質のリスク評価を行う」に関し、現在この指標は満たされてい

ない（現在実施中）状況である。しかし、1 つのモデルケースとしてのリスク評価をプロジェク

ト期間終了までに実施し、報告書を作成する予定としており、期間内の達成が可能と思われる。

ただし、ここでモデルケースとして選ばれる物質は現時点ではマレイシアにおける使用実績も

明確ではなく、プロジェクトのフェーズ 1 時代も含めた諸データの蓄積の豊富さから選ばれた

物質としている。その意味で、現在計画中の同リスク評価は必ずしも実践的なものとはいえな

いが、そもそもリスク評価技術がその対象とする物質によって異なる様々なファクターを考慮

しなければいけないことにかんがみ、リスク評価の一例としての価値は十分あるものと思われ

る。

上記より、現時点での計画では来年 3 月のプロジェクト終了時点で予定した技術移転はすべ

て終了する予定であり、プロジェクト全体としても予定どおりの期間にて協力を終了すること

ができると見られる。
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5 － 1 － 2　工業化学品法について

本プロジェクトは、DOE が 1995 年に草案を作成した有害化学物質の規制・管理にかかわる工

業化学品法（案）が、近年のうちに成立することを念頭に開始された経緯がある。しかし、同法

は現在も既存法との調整等の問題により制定には至っておらず、中間評価時にも同法の未成立

の状況でリスク評価技術がいかに生かされ得るかという議論がなされた。

今回の評価時点でもこの状況については基本的に変わりがなく、マレイシア側は当面環境質

法や 2000 年 4 月に制定された労働安全衛生法等々の既存法等を根拠に化学物質の管理を進めて

いくこととしている。しかし、マレイシア側は工業化学品法のような統合された法律の制定を

諦めているわけではなく、その重要性は十分認識していた。今回開催された合同調整委員会で

もこの点について活発な議論が交わされ、既存法との調整や将来の展望を明確にすることにつ

いて積極的な取り組みが必要である旨の意見が多数を占めた。

現在、本プロジェクト及びフェーズ 1 プロジェクトで移転された技術は、少なくとも既存法

の範囲内で SIRIM の様々な調査・研究活動に大いに生かされており、その要素技術については

おおむね問題なく定着していくものと思われる。また、各要素技術をベースに実施されるリス

ク評価についても労働環境に関するリスク評価を義務づけた労働安全衛生法をはじめ、その需

要が増加してきており、ある程度限定された範囲でのリスク評価調査を実施するなど、SIRIM は

プロジェクトの成果を着実に生かしつつある。

これらから、現在の状況は当初想定したとおりの工業化学品法をベースとした包括的なリス

ク管理の状況には至っていないが、有害化学物質の管理強化を進めるマレイシア政府の政策に

沿い、技術的側面を担う SIRIM 及び本プロジェクトで移転される技術の重要性は今後ますます

増えるものと考えられる。

5 － 1 － 3　変異原性試験分野について

前述のとおり、本分野は昨年 6 月の中間評価により 1 年間の協力期間延長を行った。同分野

を構成する ames 試験については 2001 年 3 月に技術移転を終了し、現在はもう一方の染色体異

常試験の技術移転を 2002 年 3 月までに終了すべく、技術移転を実施中である。

今回の評価調査において変異原性試験分野の一部 C ／ P より、移転された技術の活用に自信

がない旨の発言があった。背景には、近年のOECD ガイドラインによる試験手順の変更により、

プロジェクトにおける試験方法も適宜変更しつつ技術移転を行ったこと、同分野は前述のとお

り実験室整備の進捗から実際の試験による技術移転が遅れ、現在開始後 1 年少々が経過したば

かりでありスケジュールもかなりタイトであること、C ／ P の 1 名が現在大学で修士論文のた

めの研究中であり、本来より少ない人数で多くの試験をこなしていることなどから C ／ P に若

干の混乱を引き起こしている状況にあることが推測される。
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現在移転されている技術内容については、国内委員会等の綿密な助言の下で実施されており、

問題ないものと判断される。自信がない旨の発言に対しては、今後残された期間中に可能な限

り状況を改善する必要性を SIRIM との協議において確認した。具体的には、現長期専門家の今

後の業務スケジュールが非常に厳しいなか、短期専門家の派遣等によるサポートを行うことが

望まれる。また、長期専門家側でも今後、既存手順書内容に関する C ／ P との再確認作業を行

うことなどを予定しており、これらの活動により、所要の改善がなされるよう引き続き関係

者のご協力をお願いしたい。

5 － 1 － 4　フェーズ 1 アフターケア要請について

既に SIRIM より、来年度案件要望調査としてフェーズ 1 プロジェクトのアフターケア要望が

提出されており、今回の協議でも、先方から本件に係る日本側の協力を強く望む旨の発言があっ

た。

協議においては、調査団は先方からの要望内容を聴取するにとどめた。要請内容としては

フェーズ 1 プロジェクト及びこれと密接にかかわる本プロジェクトの技術移転内容をより実践

に即した形で高めるものと見られ、一連の協力の成果を SIRIM がより有効に生かすうえで必要

性は認められると考える。ただし、気にかかる点としてフェーズ 1 で供与した機材のデータ管

理ソフトウェアが日本語をベースとして構築されているため、老朽化による周辺機器の更新に

際し、これに対応したソフトの改造ができず、この点に関する協力を要請する旨の内容が含ま

れていた。

本調査団が持ち帰るこれらの情報も参考に、今後関係者の本件に関する検討をお願いする。

5 － 2　技術協力計画（沼舘　建）

5 － 2 － 1　はじめに

プロジェクト開始後約 3 年半が経過し、今回終了時評価に参加させていただいた。約半年ほ

ど前に開催されたセミナー（有害化学物質及び生態毒性のリスクマネージメント）に参加させて

いただいたときとは別の観点で現地入りした。調査期間中に SIRIM 側、日本側長期専門家、関

係行政機関の方々との面談を通じて、若干の課題は残されてはいるものの、着実かつ目標どお

りに技術移転が完了しつつあることを実感した。その所感を御報告させていただく。

5 － 2 － 2　技術協力計画について

本技術協力プロジェクトは、平成 5 年 9 月から 4 年間にわたって実施された「マレイシア国有

害化学物質評価分析・産業廃棄物処理技術協力事業」において、化学物質の安全性評価分析及び

廃棄物処理に係る技術移転が行われたことを踏まえ、平成10 年 4 月から 4 年間の計画でプロジェ
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クト方式技術協力として実施しているものである。

本プロジェクト開始当時は、科学技術環境省環境局において工業化学品法案が準備されてお

り、同法案には新規化学物質に関する健康、安全、環境への影響に関するリスクアセスメント

を実施することが盛り込まれていた。同法案が制定、施行された際の実効性を確保するため、と

りわけ中小企業へ対する技術的支援体制整備の必要性から、SIRIM のリスク管理技術、有害化

学物質の試験技術の確立が必要不可欠であった。

先の積極型環境保全協力事業で行った技術移転は、研究室レベルでの基礎的技術・知識の確

立を主目的としたものであった。本プロジェクトは、当該技術移転で得られた成果を実用化し、

マレイシアにおける持続的開発のための産業公害管理・防止に資するため、第 7 次マレイシア

国家計画（1996 ～ 2000（平成 8 年～ 12 年））における重点施策の 1 つである有害物質及び廃棄

物の管理の一環として、変異原性試験、生態毒性試験、リスク評価手法、廃水処理技術及び試

料採取分析技術の 5 分野の技術移転を行ってきた。

今回の終了時評価調査時点においても、いまだ工業化学品法案の制定の目途は立っていない。

ただし、これまでに SIRIM に技術移転された上記 5 つの技術移転項目は、従来の環境質法、労

働安全衛生法、農薬法、毒物法等既存法令における対象化学物質の安全性評価を行う際に、対

応可能な水準に達しているものと判断される。今後、工業化学品法案が法制化された場合にお

いて、産業界に対するリスク評価手法等技術的支援という SIRIM の役割はますます増大するも

のと考えられる。

また、先に公表された第 8 次マレイシア国家計画（2001 ～ 2005（平成 13 ～ 17 年））において

も、SIRIM が産業界へ提供するサービスとして、従来のクリーナーテクノロジーとともにリス

クアセスメントを含む支援が掲げられており、化学物質管理に関してマレイシア政府としての

SIRIM の役割が明確化されているものと思われる。

本プロジェクトの上位目標として設定された指標（有害化学物質のリスク評価を行う）につい

ては、これまでに蓄積した物理化学性状、生分解性試験、濃縮性試験等のデータを基に、技術

移転された SIRIM の化学物質安全性評価機能を活用するとともに、変異原性試験等によるデー

タを新たに取得し、プロジェクト終了時までの約半年間でリスク評価報告書の実施例の策定を

予定している。また、SIRIM の研究者の1 人はDOSH からのAssessor の資格認定を受け、労働

安全衛生規則に基づく「化学物質健康影響リスクアセスメント」を行うことができるようになり、

リスク評価を実施する体制は着実に整ってきているものと考えられる。

このようなリスク評価体制の整備の進展から、技術協力計画の目的はおおむね達成されてい

るものと考えられる。今後は産業界から「ヒト・環境影響評価」等の依頼は増えていくものと想

定される。SIRIM は、本技術協力計画における技術移転項目を個別企業や事業所のリスク評価

に積極的に活用し、産業界における化学物質管理の支援を推進していただきたい。
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5 － 2 － 3　所　感

（1） SIRIM の自立発展性

第 8 次マレイシア国家計画でも明確化されている SIRIM の産業界へのサービスは、リス

クアセスメントを含むコンサルティングが主要な項目として掲げられている。

2000 年（平成 12 年）4 月より、労働安全衛生法において有害化学物質を取り扱う事業所

は労働者の健康への影響の評価を行うことが必要となった。同法に基づき化学物質を適正

に評価するため、SIRIM の役割は重要である。ただし、実際上産業界が SIRIM のサービス

を活用しなければ、SIRIM 自身のリスク評価能力の向上の停滞や技術移転されたノウハウ

の陳腐化が懸念される。

産業界からのニーズに適切に対応し、SIRIM の技術力を活用することにより産業界にお

けるリスク評価が推進するという好循環を構築することができれば、SIRIM の科学的知見

の充実や財政的な自立発展性は実現していくものと考えられる。

リスク評価分野について、持続的発展を図っていくためには、産業界に対して積極的な

PR 活動や関係省庁への働きかけを行うことが重要であると考えられる。

また、リスク評価分野以外では、生態毒性試験、廃水処理技術等環境質法等既存法令にお

ける対象物質の安全性評価に対応可能である。今後、工業化学品法案が制定された場合の

ニーズに対応するために、技術移転された技術の更なる維持・向上を期待したい。

（2）プロジェクト終了までのフォローアップ

これまでに供与された施設、機材等については、高水準の機材である一方、その維持管理、

消耗品の補充等今後のメンテナンス、更新等への対応体制は完全とはいえない側面もある。

日本製の特殊な装置の場合や日本語プログラム等言語の問題もあり、残された半年間で、汎

用性のある製品への代替可能性の検討やプロジェクト終了後のメンテナンス等維持管理が

円滑にできるよう指導、検討を行うことが必要と考えられる。

また、技術移転項目ごとに各 C ／ P は、既に知識、技術ともに十分なレベルを習得して

いると考えられる。「SIRIM が産業界に化学物質安全性の評価・管理サービスを提供できる

ようになる」というプロジェクト目標を今一度顧みて、今後実施予定の試験等を行う際には、

プロジェクト終了後の業務委託等を視野に入れたより実践的な観点からの指導に配慮いた

だき、終了時までのプログラムを遂行していただきたい。

（3）工業化学品法案について

プロジェクト開始当初から念頭に置いていた工業化学品法案の制定は、いまだ実現さ

れておらず、今後も具体的な法制化の時期についての目途は立っていないのが現状である。
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法案の制定自体は、技術協力計画の要素技術移転の進展に直接影響を与えるものではな

く、本プロジェクトの各要素技術は SIRIM に確実に移転されているものと評価することが

できる。法制化され法施行の際に技術移転された各項目を活用することにより、結果とし

てマレイシアにおいて有害化学物質の管理が強化（関連法令、規則の制定）されることを想

定したものであった。

工業化学品法案は、既存法令（毒物法、危険薬品法、火薬法、農薬法、原子力ライセンス

法）で指定されている化学物質は原則として規制対象外である。化学物質全般をカバーする

ため、関連する幅広い産業界との調整や環境質法、労働安全衛生法等既に施行されている

法令事項との関連等関係省庁間の調整等引き続き検討が必要との意見が、今回の関係省庁

との面談や合同会合の場において議論された。

法体系が業種横断的にまたがる場合など、既存法令との関係や関係省庁との調整等必ず

しも容易ではなく、調整には十分な時間を要することは理解されるところである。

法制化を担う関係省庁におかれては、諸外国の類似制度を参考にするなど引き続き検討

を行い、国内産業の実態に即したものとするとともに、国際的なハーモナイゼーションの

潮流に沿った規則、告示、ガイドライン等の整備を行うために必要な検討を併せて行うこ

とが重要と考えられ、その実践に期待するものである。

5 － 2 － 4　終わりに

これまで現場で指導にあたっていただいた長期専門家の方々、調整員、個別要素技術で指導

いただいた短期専門家の方々に心より敬意を表するとともに長い間のご尽力に感謝申し上げる。

本プロジェクト全体について、御助力いただいた外務省、在マレイシア大使館、JICA マレイ

シア事務所の方々、さらに、プロジェクト運営について様々な御協力いただいた JICA 本部、国

内事務局の化学物質評価研究機構の関係者の方々に感謝を申し上げたい。

5 － 3　技術移転計画（江藤千純）

5 － 3 － 1　経　緯

フェーズ I（1993.9.9 ～ 1997.9.8）で実施した、化学物質の環境残留性及び生態毒性試験にか

かわる実験室レベルでの技術移転の成果を基に、これらを実用化し持続的開発のための産業公

害防止及び有害化学物質の評価・管理に資するための協力として、フェーズ II（1998.4.1 ～

2002.3.31）が開始された。

2000 年 6 月には運営指導調査団（中間評価）が派遣され、中間期でのプロジェクトの進捗状

況を把握・評価し中間評価書をまとめるとともに、研究内容の修正の必要性、実施体制の問題

点などを指摘した。
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特に、実験室及び設備の立ち上げに遅れが見られた変異原性試験技術分野では長期専門家の

派遣期間が延長されている。また、今後の実施方法などについても提案しプロジェクトの運営

をより適切なものとするとともに、最終評価時の評価指標等を明確にした。

5 － 3 － 2　技術移転の状況

本プロジェクトにおける各分野の技術移転はおおむね順調に進捗している。技術移転の開始

が遅れた変異原性試験技術分野においても、国内（支援委員会）との密接な進捗管理の下に技術

移転が進められており、本プロジェクト終了時には、中間評価時に設定した当該分野がめざす

技術レベルに達する見込みである。

変異原性試験技術分野では、微生物を用いた復帰突然変異試験は、本年 3 月ごろに既に技術

移転がおおむね完了し、現在、ほ乳類培養細胞を用いる染色体異常試験について技術移転が行

われている。本プロジェクト終了時までの 6 か月で、更に 6 物質（マラヤ大学との受託事業とも

関連する）の試験実施が計画されており、終了時までには当該分野の C ／ P の技術レベルは更

に向上されることが期待できる。

しかしながら、ほ乳類培養細胞を用いる染色体異常試験が技術移転の途中であるということ

もあり、C ／ P のなかには習得した技術を活用する自信がない旨の考えをもっているものもい

る。技術移転を中間評価以後に開始したこともあり、技術移転期間が制限され技術移転の内容

や移転方法などについてC ／ P と専門家のコンセンサスが十分に得られていなかったことも考

えられる。これを補うため、短期専門家の派遣要請がSIRIM からあり、この旨、M ／M に記載

された。短期専門家を派遣することで、方法論や結果の解釈など試験原理や応用などを含め、実

験例などをまじえ講義など行い、C ／ P が求める知識を補っていく必要がある。また、以下の視

点からも短期専門家を派遣し、C ／ P との終了時までに実施する内容などを協議し、両者でコ

ンセンサスを得ることが重要であろう。

中間評価時に要請したフルタイムの C ／ P（3 名）の配置はかなえられているものの、1 名が

学位取得のために大学に出向いており、実働が不足することが懸念される。そのために、終了

時までの実施内容や成果の目標を明確に設定し、今後は緻密な移転計画の下に、専門家側が一

体となって C ／ P との対応、作業を実施していくことが重要であると考える。

生態毒性試験技術分野の技術移転は 3 月に完了している。評価のための試験生物として、モ

イナやランパンジャなどのローカル種のミジンコや魚が用いられており、地域性を反映した生

態影響評価手法の確立をめざしている。また、GLP をめざした試験施設、試験管理などにも取

り組みを行っており、基礎技術は移転されている。

また、環境中に排出される工場廃水や産業廃棄物の生物や環境への影響をスクリーニングす

る方法としてこの試験技術を応用しており、企業からの工場廃水などの生態毒性試験の依頼事
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業を既に実施している状況である。

リスク評価技術分野については、中間評価時に具体的な評価指標とした「1 物質以上に対して

リスク評価を実施すること」に関して、Phase I で実施したジフェニルエーテルを対象物質とし、

ここで得られた生物濃縮性、物理化学性状、生分解性等のデータを用いるとともに、既存のデー

タベースなどより、この化学物質の有害性情報、曝露情報等の収集を行っているところである。

また、本プロジェクトで移転した生態毒性試験や変異原性試験を行い情報集積していく計画

であり、終了時にはジフェニルエーテルのリスク評価が実施できる見込みである。

廃棄物処理技術分野では、技術移転の取り組みを妨げる大きな問題は発生しておらず、脱色、

窒素の除去にかかわる処理技術が順調に移転されている。

5 － 3 － 3　マレイシアの現状とプロジェクトの成果

1）化学物質の管理と規制について

本プロジェクトはDOE が 1995 年に草案を作成した工業化学品法が制定されることを前提

として開始された。しかしながら、この法案は依然、制定には至っていない。その理由とし

て、輸入される化学物質（製品）の管理、残留性有機汚染物質（POPs）に対しては関税法で、

事後の安全性管理は労働安全法などで対応することを考えていること、さらに、1996 年に環

境基準法（Environmental Quality Act：EQA）が強化、改正され、環境に対して有害な化学

物質、汚染物、廃棄物の排出許容量を規定する権限をMOSTE が有し、有害な化学物質を規

制しようとする動きがあること等による。まだ、何を基準として有害な化学物質とするのか

は規定されていないし、我が国の化審法に相当する規正法は未整備である。

しかしながら、1994 年に施行された労働安全衛生法により、関連規則が急速に整備されて

きている。2000 年 4 月にDOSH は有害化学物質を取り扱う産業は労働者に対して化学物質健

康影響リスクアセスメント（CHRA） を行うことを示している。

マレイシアにおける有害化学物質にかかわる法規制の現状を見ると、工業化学品法は制定

されていないものの、このような労働安全衛生にかかわる新しい規制法などの施行により、

各企業は健康リスクに対する評価を行う必要があり、今後、リスク評価及び必要な要素技術

のニーズはますます増してくることが予想される。

評価調査時に開催された合同調整委員会においても、工業化学品法の必要性や既存法をう

まく活用すること、それを運用するシステムの構築を関連省庁が密接な連携の下に創出する

場が必要であることなどが議論された。法律整備にかかわる分野においても、リスク評価に

関する基盤技術を習得した SIRIM の果たすべき役割は多く、積極的にこのような場に参画す

ることを期待したい。
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2）要素技術の社会的ニーズについて

これまで移転してきた各技術が当初想定した法規制の下に行うリスク評価・管理、あるい

はこれらに必要な情報を集積するための技術として活用されているわけではない。しかしな

がら、マレイシアの実状に沿って既存の法規制とのかかわり合い、あるいは産業などからの

要請に応える要素技術として確実に定着している。

さらに活発化する産業活動と有害化学物質の管理強化を進める政府の政策をかんがみると、

移転した技術はこれからも十分に活用されることが期待できる。既に、リスク評価技術分野

の C ／ P の 1 人が DOSH から Assesor の資格認定を受けることになっている。これにより

Assesor が企業に立ち入り化学物質健康影響リスクアセスメント（CHRA）を行うことが可能

であり、社会的な側面からも企業からの SIRIM への要請は高まることが予想される。

3）その他

社会的に有害化学物質のリスク評価・管理の重要性が高まっており、今回インタビューを

行った政府関係者もこの重要性は十分に認識している。有害化学物質などの管理を含む環境

保全や環境汚染問題の取り組みや関連する技術基盤の整備については第 8 次マレイシアプラ

ンにおいても記載されている。そのなかでも、有害廃棄物の管理や労働安全衛生に関して

SIRIM がリスク評価を実施する技術を向上させること、中小企業（SMIs）に対する指導など

を含めて情報収集することなどが SIRIM に要請されている。

5 － 3 － 4　終わりに

化学物質のリスク評価や管理は国際的にも環境保全や予防原則の観点より重要である。現状

では、リスク評価や管理に関する国際標準のようなものはなく、国際的な調和が進められてい

るところである。マレイシアにおいてもこのような国際動向を視野に入れ、今後、取り組みを

進めることが望ましいと考える。また、我が国でも昨年より化学物質管理促進法が施行され、化

学物質のリスク評価・管理が促進されたところである。我が国における環境保全や環境汚染問

題への対応など、このような取り組みと貴重な経験を今後マレイシアの化学物質の管理等に反

映させることは、当該分野の技術協力として大きく寄与できるものと考える。

また、化学物質のリスク評価・管理には多くの要素技術とともに社会的システムの構築が不

可欠である。 マレイシアはアセアン諸国のなかで中心的な役割を果たす潜在能力がある。政府

が SIRIM のような既存の試験機関を基盤として、アセアン諸国を対象とした環境分析センター

を開設し、我が国の技術協力の下に、アセアン地域の環境技術者の養成や関連情報の収集など

を行うならば、マレイシアにとどまらずアセアン全体の環境問題の解決や有害化学物質の管理・

促進にも有効となると考える。
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5 － 4　評価分析（高沢正幸）

本件終了時評価調査は、現場のプロジェクト・チーム側による四半期報告書、過去日本側調査

団によって調査された運営指導報告書、中間時評価報告書等の文献調査、及び現場チームの長期

専門家や C ／ P からの聞き取り調査の結果に基づいて行われた。この評価調査結果の概要につい

ては、ミニッツ（M／M）に添付された合同評価報告書（Joint Evaluation Report）に記載された

とおりである。ここでは、合同評価報告書で記述された以外の特記すべき事情について、1）今後

プロジェクトが終了するまでに注意を払って観察するべき点、2）より有意義に評価を実行するう

えでの提案事項、3）その他聞き取り調査中に気付いた点について記述する。

5 － 4 － 1　プロジェクトが終了するまでに注意を払って観察するべき点（プロジェクト目標達

成度）

PCM 手法に基づいて設計されたプロジェクトの評価調査においては、プロジェクト目標の達

成度は十分注意を払って観察されるべき項目であり、第 3 者が最も期待する項目でもある。

本件において、プロジェクト目標の指標の 1 つ「SIRIM が 1 つ以上の有害化学物質のリスク評

価を行う」につき、終了時評価調査の時点では達成されていなかった。結果から判断すると「達

成されていない」状況である。合同評価報告書では、現状のプロジェクト活動の進捗状況から判

断し、「プロジェクト目標は予定期間が終了するまでに達成される」と記述したが、この指標の

達成状況は前述のとおり最も重要であるので、プロジェクトが終了する直前に再度確認する必

要があると考える。

5 － 4 － 2　より有意義に評価を実行するうえでの提案事項（SIRIM に対する外部団体の評価）

成果 5「有害化学物質の評価及び処理に関する情報が広められる」の指標では、「最低 4 回セミ

ナーが開催される」と記述されており、セミナーの回数を重視した指標になっていた。ここで、

セミナーの“質”、さらに有害化学物質を取り扱う事業者が SIRIM の役割と能力をどのように評

価しているかを示す指標が設定されていれば、評価分析を実行するうえで効果的であったと考

える。SIRIM 内部の関係者によるものではなく、外部の調査機関によって調査された資料があ

れば、さらに効果的な評価調査が実行できたと考える。また、この外部機関による調査資料は、

有害化学物質を取り扱う外部の関係機関・事業者からのニーズを詳しく分析するうえで有効な

資料にもなる。

5 － 4 － 3　その他、聞き取り調査で気付いた点

PDM の認識度につき、日本側長期専門家には高く認識はされてはいたものの、C ／ P にはそ

の認識度が高くないという感触を受けた。C ／ P の PDM に対する認識度については、「見たこ
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とはあるが、しばらく見たことがない」という状況である。PDM は、日本側関係者とマレイシ

ア側関係者との間でプロジェクトの進捗につき容易にコミュニケーションをとるための道具で

あるので、日本側に限らずマレイシア側にも PDM で説明された内容を十分に認識してもらいた

いと思った。活動計画表（PO）による工程管理だけではなく、活動結果が PDM の成果に対し、

どのような効果を与えているかを確認する習慣をもってもらいたいと思った。これは、マレイ

シア側に対し、プロジェクトに対するオーナーシップの意識を向上させるうえでも重要である

と考える。



付　属　資　料

1．協議議事録（Minutes of Meeting）

2．合同評価報告書（Joint Evaluation Report）
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